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商品売買の会計処理に関する一考察（ ２）
 石内孔治
はじめに
商品売買は一般商品売買と特殊商品売買とに分けられるが、本稿「商品売買の会計処理
に関する一考察（ ２ ）」では、特殊商品売買の中から割賦販売の会計処理を中心に取り
上げる。以下では単に商品売買の会計処理ということもある。
本稿の目的は、先行研究である通説の割賦販売の会計処理に内在する問題点を明らかに
すること、その問題点を解決するための価値動態説に基づく割賦販売の会計処理に関する
理論と方法を展開することの ２ つである。なお、通説である先行研究の動態勘定学説の詳
細については、畠中福一［₁₉₃２］₃₇０頁以下を参照されたい。
Ⅰ　通説の割賦販売の会計処理に内在する問題点
１ 　通説の割賦販売に関する ３つの会計処理方法
割賦販売の収益計上基準として、販売基準、回収基準、回収期限到来基準がある。しか
し、計上時点を明確にするという趣旨からすると、販売日基準、回収日基準、回収期限到
来日基準というように日を挿入した方が妥当である。よって、本稿では後者の名称を採択
する。
割賦販売は分割払いによる販売形態である。売主は割賦販売契約に基づき買取りの意思
を示した買主へ商品を引き渡した時点で、代金請求権を取得する。よって、売主は商品を
買主へ引き渡した日、つまり販売日を売上収益の計上日とする販売日基準で商品売買の会
計処理を行うのが原則である。
しかし、割賦販売の場合、　商品全代金の回収期間が長期間に及ぶため、貸し倒れに遭
うなど代金回収にリスクが伴う。そこで販売日基準に代えて代金を回収した日をもって売
上収益の計上日とする回収日基準も認められる。
また、割賦販売代金の未回収額については、売主が代金請求権を保有するので、契約上
の入金日に入金が行われなくとも入金日をもって売上収益の計上日とする回収期限到来日
基準も認められる。
まず、通説の割賦販売に関する販売日基準の仕訳と勘定記入に内在する問題点を明らか
にする。
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２ 　通説の割賦販売に関する販売日基準の仕訳に内在する問題点
通説の割賦販売に関する販売日基準の仕訳と勘定記入に内在する問題点を明らかにする
ため、以下の取引例を設定する。
① A 社は B 社と毎月末₁０回払いの割賦販売契約を結び原価₄０億円の商品を₅０億円で販売
した。
販売日基準では次のように仕訳が行われる。
　仕　訳　　　（借）割賦売掛金＊　₅０　　　　（貸）割　賦　売　上＊　₅０
＊　財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（「財規」と略称）の第七十三条（割
賦販売売上高の表示方法）において「割賦販売による売上高が売上高の総額の百分の二
十をこえる場合には、当該名称を付した名称をもつて別に掲記しなければならない。」
と定められている。本稿では該当のケースと仮定し、売掛金、売上ではなく、割賦売掛
金、割賦売上という勘定名称で仕訳を行っている。以下、同じ。
② A 社の当座預金口座に B 社より第 ₁ 回目の割賦代金⒑億円が振り込まれた。
　販売日基準では次のように仕訳が行われる。
　仕　訳　　　（借）当座預金　　　₁０　　　　（貸）割賦売掛金　　　　₁０
③ A 社の当座預金口座に B 社より決算日に、第 ２ 回目の割賦代金₁０億円が振り込まれた。
販売日基準では次のように仕訳が行われる。
　仕　訳　　　（借）当座預金　　　₁０　　　　（貸）割賦売掛金　　　　₁０
買い取りの意思を示した買主へ商品を引き渡した日が、売上収益の計上日となる販売日
基準で、A 社の利益額を算術式で計算すると、商品の購入原価が₄０億円、当期の割賦売上
収益が₅０億円であるから、⒑億円が利益となる。
他方、A 社の利益額を勘定式で求めると、通説では商品の購入時に次の仕訳が行われる。
　仕　訳＊ ₁ 　（借）仕　　入　　　₄０　　　　（貸）買掛金　　　　　　₄０
通説では、仕訳＊ ₁ の借方に明示されている「仕入」₄０億円が売上原価を意味する名称
として使用され仕訳処理される。つまり、この「仕入」という名称で処理される₄０億円が、
売上収益₅０億円に対応する売上原価₄０円であるとされる。ここが、まずわかり辛い、通説
の販売日基準の仕訳に内在する問題点である。つまり、通説の会計処理に内在する第 ₁ の
問題点である。
３ 　通説の割賦販売に関する販売日基準の勘定記入に内在する問題点
また、勘定式の分類方法である勘定元帳への記入、つまり勘定記入にも第 ２ の問題点が
内在している。これを示すと次のようになる。ただし、期首商品及び期末商品はゼロとす
る。
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繰越商品
期首商品 　０ 仕　　入 ₄０
買 掛 金 ₄０ 期末商品 　０
仕　　入＊ア
繰越商品 ₄０ 損　　益 ₄０
売　　上
損　　益 ₅０ 売 掛 金 ₅０
損　　益
仕　　入＊イ ₄０ 売　　上 ₅０
通説の勘定記入では、上記のように仕入元帳の名称＊アが「売上原価」と表示されずに、
「仕入」と表示されているために、仕入元帳の＊アが売上原価を求めるための勘定元帳で
あることを判読しにくいのである。また、損益勘定元帳借方の＊イが「仕入」という名称
であり、「売上原価」という名称ではないために、損益元帳借方＊イの「仕入₄０」は「売
上原価₄０」であるとの判読がし辛いという難点、問題点がある。これが通説の販売日基準
の勘定記入に内在する問題点である。つまり、通説の会計処理に内在する第 ２ の問題点で
ある。そこで、これらの問題点を克服するために本稿の提唱する価値動態観に基づく仕訳
及び勘定記入を示すこととしたい。
Ⅱ　価値動態観に基づく割賦販売の会計処理
１ 　価値動態観に基づく仕訳処理
経営に投入された原初の価値要素を有効に運用・活用することによってより大なる価値
要素が実現されるとの観点に立脚して、経営の実現した価値要素が貨幣金額で測定される
とする価値測定観を価値動態観と呼ぶことにする。価値動態観は、初めに価値あるいは価
値要素ありきの考え方である。価値動態観では、生きている、機能中の価値あるいは価値
要素を資産と定義し、消費された機能済みの価値要素が費用であると定義する。「価値要素」
は「価値の塊」ともいう。
価値動態観では、財の購入を「価値」あるいは「価値要素」の取得とみる。生きている、
あるいは機能している「価値」＝「価値要素」を取得した場合には、この取得した「財の
価値要素」を「原初認識」＝「第 ₁ 次記録（阪本安一［₁₉₇₅］ ₃ 頁）」において「資産＝
上位概念」として類別し、取得した財が販売財であれば、第 ₁ 段階の「財」の取得時にま
ず資産名称の中の「商品＝下位概念」として種別する。これを「仕訳」というのである。
これを次の取引例（ア）で説明することにする。
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ア　A 社が商品₄０億円を購入し、代金は掛けとした。この取引例に価値動態観による仕訳
処理を適用すると次のようになる。
　　仕　　訳　　（借）商　　品　₄０　　　（貸）買　掛　金　　　　₄０
このように、価値動態観では、（ア）の財＝商品を購入した時点では財の価値が生きて
いる、機能しているとみて、第 ₁ 段階の「原初認識」＝「第 ₁ 次記録」では、財の取得時
点において「上位概念」である「資産」系統の勘定名称に所属する、「下位概念」の「商品」
₄０億円と種別し仕訳が行われる。
また、前期の売れ残り品が翌期首に引き継がれた場合にも、期首商品の価値が生きてい
る、機能しているとみてこれを資産系統の勘定名称である「商品＝下位概念」と種別し仕
訳が行われる。これを次のイの取引例で具体的に数値を使って説明する。
イ　A 社の期首の商品棚卸高は₁０億円であった。
　　期首仕訳　　（借）商　　品　　₁０　　（貸）期　首　繰　越　　₁０
前期の売れ残り品が翌期首に引き継がれると、これが期首時点で保有されている商品と
なる。価値動態観では期首に保有されている商品は価値が生きている財であるので、上記
イのように借方は上位概念である「資産」系統の勘定名称に所属する、下位概念の「商品」
₁０億円と種別し仕訳が行われるのである。
アの商品もイの商品も生きている、機能中の価値要素とみて、第 ₁ 段階の「原初認識」
＝「第 ₁ 次記録」では、資産系統の勘定名称である「商品」と種別し仕訳が行われるので
ある。すなわち、アの商品もイの商品も上位概念は資産である。このように、価値動態観
では期首に保有されている前期の売れ残り品も、当期中の仕入品も、ともに資産系統の勘
定名称に所属する、下位概念の「商品」として命名される。
この価値動態観に基づき上記₁０頁の③の勘定式でおこなわれた仕訳＊ ₁ 借方の「仕入」
に内在する問題点は、次の仕訳＊ ２ のようにこれを「商品」と仕訳すれば解決できる。
　　仕　訳＊ ２ 　（借）商　　品　　₄０　　（貸）買　掛　金　　　　₄０
商品を購入した時点では、価値を体現する商品が手許に所有されているのであるから上
記の仕訳＊ ２ のように「商品」と命名することが妥当である。仕訳＊ ₁ のように「仕入」
と命名することは妥当ではない。そこで、₁₁頁の勘定元帳で使用された元帳名は以下のよ
うに「繰越商品元帳」は「商品元帳」へと変更し、「仕入元帳」は「売上原価元帳」へと
変更する。また、勘定科目名は「繰越商品」は「商品」へと変更し、「仕入」は「売上原価」
へと変更する。
まずは、本稿の読者が理解しやすいように期首商品と期末商品の在庫はゼロと仮定して、
売上原価を仕訳と勘定記入で求めるまでの説明を行うこととする。売上原価₄０億円を求め
るための仕訳は次のようになる。
　　仕　訳＊ ₃ 　（借）売上原価　　₄０　　（貸）商　　品　　　　　₄０
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そこで、利益⒑億円を求めるプロセスを、通説の勘定記入と価値動態観の勘定記入との
比較により可視化すると次のようになる。
２ 　価値動態観に基づく割賦販売の販売日基準に基づく勘定記入
（ １）通説の勘定記入
繰越商品
期首商品 　０ 仕　　入 ₄０
買 掛 金 ₄０ 期末商品 　０
仕　　入＊ア
繰越商品 ₄０ 損　　益 ₄０
売　　上
損　　益 ₅０ 売 掛 金 ₅０
損　　益
仕　　入＊イ ₄０ 売　　上 ₅０
通説の勘定記入では、上記のように仕入元帳の名称＊アが「売上原価」と表示されずに、
「仕入」と表示されているために、仕入元帳の＊アが売上原価を求めるための勘定元帳で
あることを判読しにくいのである。また、損益勘定元帳借方の＊イが「仕入」という名称
であり、「売上原価」という名称ではないために、損益元帳借方＊イの「仕入₄０」は「売
上原価₄０」を意味するのであるが、そのように判読し辛いという難点、問題点がある。
（ ２）価値動態観の勘定記入
これに対して、価値動態観の勘定記入では次のように、仕入元帳に代えて売上原価元帳
が採用される（＊アを参照）。この結果、損益元帳の借方が「仕入」ではなく、「売上原価」
となるので、売上総利益の算出プロセスが明確になるのである。
商　　品
期首商品 　０ 売上原価＊ A ₄０
買 掛 金 ₄０ 期末商品 　０
売上原価＊ア
商　　品＊ B ₄０ 損　　益＊ C ₄０
売　　上
損　　益＊ F ₅０ 売 掛 金＊ E ₅０
損　　益
売上原価＊ D ₄０ 売　　上＊ G ₅０
売上総利益＊ H ₁０
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上記の勘定記入で詳しく説明する。商品元帳の借方の買掛金₄０億円を、商品元帳の貸方
へ売上原価₄０億円（＊ A を参照）と記入するとともに、売上原価元帳の借方への商品₄０
億円（＊ B 印を参照）へと移記を行う。これにより売上原価₄０億円が確定する。次いで、
この売上原価元帳の商品₄０億円（＊ B 印を参照）を、売上原価元帳の貸方に損益₄０億円（＊
C 印を参照）と移記するとともに、損益元帳の借方へ売上原価＊ D₄０億円を移記する。こ
れで、損益勘定元帳の借方において当期の売上原価は₄０億円（＊ D）であることが決定す
るのである。ここまでは商品元帳　⇒　売上原価元帳　⇒　損益元帳に至る勘定の流れに
ついての可視化である。
もう一つの売上元帳　⇒　損益元帳に至る勘定の流れを可視化すると次のようになる。
売上元帳の貸方に表示の売掛金₅０億円（＊ E 印を参照）は、当期の売上収益₅０億円を意
味する数字である。次いで、これを売上元帳の借方に損益₅０億円（＊ F 印を参照のこと）
と移記するとともに、損益元帳の貸方への売上₅０億円（＊ G 印を参照）の移記を行う。
これで、損益勘定元帳の貸方において当期の売上収益は₅０億円（＊ウ）であることが決定
するのである。
以上により、損益元帳の貸方に表示の売上₅０億円（＊ G）と損益元帳の借方に表示の売
上原価₄０億円（＊ D 印を参照）とが比較対応されるので、売上総利益は₁０億円（＊ H 印
を参照）であると読み取ることが可能となるのである（太田正博［₁₉₉₆］₈₆－₈₇頁）。
Ⅲ　通説の割賦販売に関する回収日基準の会計処理に内在する問題点
１ 　通説の回収日基準の対照勘定法に内在する問題点
このⅢでは、最初に回収日基準を取り上げ、Ⅳで回収期限到来日基準を取り上げること
とする。
回収日基準で会計処理を行うと、売り手は商品を買い手に引き渡しているのに、代金が
未回収であるとの理由で仕訳が行われない。そうなると、売り手にとっては商品を買い手
へ引き渡している事実が埋もれてしまう。そこで、考案されたのが備忘記録としての対照
勘定法（第 ₁ 法）と未実現利益控除法（第 ２ 法）である。
まず、回収日基準の第 ₁ 法である対照勘定法に内在する問題点を明らかにし、次いで第
２ 法である未実現利益控除法に内在する問題点を明らかにする。
（ １）通説の回収日基準としての対照勘定法の仕訳に内在する問題点
通説の回収日基準の対照勘定法（第 ₁ 法）に内在する問題点を明らかにするために、設
例①を掲げることとする。
① A 社は B 社と毎月末₁０回払いの割賦販売契約を結び原価₄０億円の商品を₅０億円で販売
した。
回収日基準の対照勘定法（第 ₁ 法）では次のように仕訳が行われる。
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　仕　訳　　（借）割賦仮売掛金　　₅０　　　（貸）割賦仮売上　　　　₅０
② A 社の当座預金口座に B 社より第 ₁ 回目の割賦代金⒑億円が振り込まれた。
回収日基準の対照勘定法（第 ₁ 法）では次のように仕訳が行われる。
　仕　訳　　（借）当座預金　　　　 ₅ 　　　（貸）割賦売上　　　　　 ₅
　仕　訳　　（借）割賦仮売上　　　 ₅ 　　　（貸）割賦仮売掛金　　　 ₅
③ A 社の当座預金口座に B 社より決算日に、第 ２ 回目の割賦代金⒑億円が振り込まれた。
回収日基準の対照勘定法（第 ₁ 法）では次のように仕訳が行われる。
　仕　訳　　（借）当座預金　　　　 ₅ 　　　（貸）割賦売上　　　　　 ₅
　仕　訳　　（借）割賦仮売上　　　 ₅ 　　　（貸）割賦仮売掛金　　　 ₅
通説では、割賦売上代金₅０億円のうち、回収できた額は①の ₅ 億円と②の ₅ 円である。
この売上収益₁０億円に対応する売上原価を確定する必要がある。それで、通説では決算日
に次の仕訳を行うこととなっている。
　仕　訳　　（借）繰越商品　　　　₃２　　　（貸）仕　　　入　　　　₃２
次のような仕訳処理がすでに行われていたことを理解することで、上記の仕訳の意味が
明らかになる。すなわち、通説では原価₄０億円の商品を購入した際に、次の仕訳処理が行
われていたのである。
　仕　訳　　（借）仕　　入　　　　₄０　　　（貸）買　掛　金　　　　₄０
この仕入費用₄０億円のうち当期の割賦売上収益の⒑億円に対応する売上原価は ₈ 億円で
ある。
期末の未回収商品原価₃２億円＝割賦売価₅０億円－回収額⒑億円）×原価率₈０％
原価率₈０％＝商品の仕入原価₄０億円÷割賦売価₅０億円
商品購入時にした際に計上された次の借方仕訳の仕入費用₄０億円のうち₃２億円が過大に
計上されているである。
　仕　訳　　（借）仕　　入　　　　₄０　　　（貸）買　掛　金　　　　₄０
このため、決算日に次のように仕入費用₄０億円の中から₃２億円を除去するための修正仕
訳が必要となる。これを「再認識」＝「第 ２ 次記録」という（阪本安一［₁₉₇₅］ ₃ 頁）。
　仕　訳　　（借）繰越商品　　　　₃２　　　（貸）仕　　　入　　　　₃２
この結果、売上原価は ₈ 億円となり、これを回収した売上収益⒑億円と対応させること
で、利益は ２ 億円であると確定する。
通説の回収日基準の対象勘定法では、商品の購入時に商品を費用の塊と位置づけて、第
₁ 次記録において借方を仕入費用㊵₄０億円と仕訳したことが、上記の煩雑さ、複雑さの原
因である。加えて、仕訳のプロセスにおいて売上原価という名称が使用されていないこと
が、仕訳の売上収益⒑億円に対応する仕訳の売上原価が ₈ 億円であるとの理解を難しくし
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ているのである。
（ ２）通説の回収日基準に基づく対照勘定法の勘定記入に内在する問題点
通説の回収日基準に基づく対照勘定法の勘定記入に内在する問題点をあきらかにする。
ただし、期首商品は ０ 、期末商品₃２とする。通説では商品の購入時に資産勘定の「商品₄０
億円」と仕訳せずに、費用勘定の「仕入₄０億円」と仕訳する。このために、購入時の第 ₁
次記録において計上した仕入費用₄０億円の中から仕入費用₃２億円を控除する手続きが取ら
れる。この通説の手続きを仕訳と勘定記入との関係で理解するのが容易ではないのである。
これを通説の勘定記入で示すと次のようになる。
通説の回収日基準に基づく対照勘定法の勘定記入
繰越商品
前期繰越 　０ 次期繰越＊オ ₃２
仕　　入＊エ ₃２
仕　　入＊ア
繰越商品 　０ 損　　益＊カ 　₈
買 掛 金＊イ ₄０ 繰越商品＊ウ ₃２
売　　上
損　　益 ₁０ 売 掛 金 ₁０
損　　益
仕　　入＊キ 　₈ 売　　上＊ク ₁０
仕入元帳＊アの借方に記入の買掛金＊イの₄０億円が購入時の第 ₁ 次記録である。この中
から決算日に当期に費用として解消しなかった₃２億円を取り除くために、第 ２ 次記録にお
いて行われる勘定記入が、仕入元帳＊アの貸方に記入されている＊ウの繰越商品₃２億円で
ある（足立典照［₁₉₉₄］₅₁頁）。この₃２億円は資産であるから繰越商品元帳の借方におい
て仕入＊エ₃２億円として移記され、これがさらに繰越商品元帳の貸方に記入されて、次年
度へ資産の中の商品として次期に繰り越されるのである（＊オ印を参照）。
他方、仕入費用₄０億円の中から₃２億円が資産へと修正処理されたので、正しい仕入費用
額は ₈ 億円となる。この決算処理で確定された当期の費用としての仕入額 ₈ 億円は仕入元
帳＊アの貸方に損益＊カ ₈ 億円と記入され、これがさらに損益元帳の借方へ仕入＊キ ₈ 億
円として移記されることで売上原価が ₈ 億円であると確定する。
しかし、通説では「仕入」という名称が使用されていて、「売上原価」という名称がど
こにも使用されていない。このために、仕入費用₄０億円の中から当期に費用とならなかっ
た部分は、資産としての繰越商品₃２億円であるとして修正する手続きプロセスと、当期に
費用となった部分が仕入 ₈ 億円であるとして修正する手続きプロセスとにおいて、売上原
価を特定し、理解することは容易ではないのである。
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そこで、これらの問題点を克服するために、価値動態観に基づく仕訳及び勘定記入を示
すこととしたい。
（ ３）価値動態観の回収日基準に基づく対照勘定法の仕訳
これに対して、価値動態観の勘定記入では２０頁のように、仕入元帳に代えて売上原価元
帳が採用される（＊アを参照）。この結果、損益元帳の借方が「仕入」ではなく、「売上原
価」となるので、売上総利益の算出プロセスが明確になるのである。
通説の回収日基準の対照勘定法（第 ₁ 法）に内在する問題点を解決するために、設例①
を掲げることとする。
① A 社の期首商品は₁₅億円である。
価値動態観では前期からの繰り越し商品について次のように仕訳を行う
　仕　訳　　（借）商　　　品　　₁₅　　　　（貸）前期繰越　　　　　₁₅
このように、費用としての仕入ではなく、資産としての商品として仕訳を行うのである。
② A 社は商品₄０億円を掛で仕入れた。
価値動態観では商品の仕入について次のように仕訳を行う。
　仕　訳　　（借）商　　　品　　₄０　　　　（貸）買掛金　　　　　　₄０
このように、費用としての仕入ではなく、資産としての商品として仕訳を行うのである。
③ A 社は B 社と毎月末₁０回払いの割賦販売契約を結び原価₄０億円の商品を₅０億円で販売
した。
価値動態観では回収日基準の対照勘定法（第 ₁ 法）による仕訳を次のように行う。
　仕　訳　　（借）割賦仮売掛金　₅０　　　　（貸）割賦仮売上　　　　₅０
④ A 社の当座預金口座に B 社より第 ₁ 回目の割賦代金 ₅ 億円が振り込まれた。
価値動態観では回収日基準の対照勘定法（第 ₁ 法）による仕訳を次のように行う。
　仕　訳　　（借）当座預金　　　 ₅ 　　　　（貸）割賦売上　　　　　 ₅
　仕　訳　　（借）割賦仮売上　　 ₅ 　　　　（貸）割賦仮売掛金　　　 ₅
　仕　訳　　（借）売上原価　　　 ₄ 　　　　（貸）商　　品　　　　　 ₄
⑤ A 社の当座預金口座に B 社より決算日に、第 ２ 回目の割賦代金 ₅ 億円が振り込まれた。
価値動態観では回収日基準の対照勘定法（第 ₁ 法）による仕訳を次のように行う。
　仕　訳　　（借）当座預金　　　 ₅ 　　　　（貸）割賦売上　　　　　 ₅
　仕　訳　　（借）割賦仮売上　　 ₅ 　　　　（貸）割賦仮売掛金　　　 ₅
　仕　訳　　（借）売上原価　　　 ₄ 　　　　（貸）商　　品　　　　　 ₄
⑥期末の在庫額は₄₇億円
前期繰越の期首手持ち商品原価₁₅億円、当期に購入した商品原価₄０億円、④で商品原価
₄ 億円、⑤で商品原価 ₄ 億円が発生したので、期末の在庫額は₄₇億円となる。
期末在庫₄₇億円＝①期首在庫₁₅億円＋②当期購入₄０億円－④と⑤の販売分 ₈ 億円
以上はその都度法による仕訳である。
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しかし、その都度法ではなく、期末一括法で行うのであれば、④と⑤の売上原価の仕訳
が期中では行われずに、期末において一括して次のように行われる。
　仕　訳　　（借）売上原価　　　 ₈ 　　　　（貸）商　　品　　　　　 ₈
（ ４）価値動態観の回収日基準に基づく対照勘定法の勘定記入
利益 ２ 億円を求めるプロセスを、通説の勘定記入（₁₈頁）と価値動態観の勘定記入（２０
頁）との比較により可視化すると次のようになる。
通説の回収日基準に基づく対照勘定法の勘定記入
繰越商品＊ア
前期繰越＊ A ₁₅ 仕　入　＊ B ₁₅
仕　　入＊オ ₄₇ 次期繰越＊カ ₄₇
仕　　入＊イ
繰越商品＊ C ₁₅ 損　　益＊キ 　₈
買 掛 金＊ウ ₄０ 繰越商品＊エ ₄₇
売　　上
損　　益 ₁０ 売 掛 金 ₁０
損　　益
仕　　入＊ク 　₈ 売　　上＊ケ ₁０
通説では最初に、繰越商品元帳＊アの借方に前期の売れ残り品₁₅億円が前期繰越＊ A
として記帳される（＊ A を参照）。この前期繰越品＊ A の₁₅億円は新年度中に販売される
とみなされて、この₁₅億円が繰越商品元帳の貸方に仕入＊ B₁₅億円と記帳される（＊ B₁₅
億円を参照）。そして、これがさらに仕入元帳＊イの借方に仕入費用₁₅億円として移記さ
れる（＊ C₁₅億円を参照）。このように、期首時点では繰越商品として資産処理し、その
資産としての繰越商品を期中に費用へと振替処理し、期中購入品はすべて費用処理し、資
産を費用へと振り替えた分を含め、これらが再び期末に資産へと組み替えるという通説の
会計処理は、収益費用観あるいは損益法で一貫しているわけでもなければ、資産負債観点
あるいは財産法で一貫しているわけでもない。つまり、論理の一貫性が欠如している点で
理論上の問題があるといわざるを得ないのである。
初学者ほど前期の売れ残り品は、何故に当期に購入されてもいないのに、前期の売れ残
り品の₁₅億円を当期に仕入れたかのごとく処理するのは何故かとの疑問を抱くので、初学
者ほど通説の説明を理解することが容易ではない。これが第 ₁ の問題である。
次に、仕入元帳借方の＊ C₁₅億円と＊ウの₄０億円の合計₅₅億円から決算日に当期に費用
として解消しなかった部分を取り除くために、仕入元帳＊イの貸方に繰越商品₄₇億円を記
入する（＊エ₄₇億円を参照）。この₄₇億円は資産であるから、さらに繰越商品元帳＊アの
借方へ送られて（仕入＊オの₄₇億円を参照）、これがさらに繰越商品元帳＊アの貸方に₄₇
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億円と記入される（＊カ₄₇億円を参照）。そして、次年度の商品₄₇億円として次期に繰り
越されるのである（＊カを参照）。
他方、総仕入費用₅₅億円の中から₄₇億円が資産としての繰越商品へと変更処理されたの
で、正しい最終の仕入費用額は ₈ 億円となる。この決算処理で確定された当期費用として
の仕入金額の ₈ 億円は、仕入元帳＊イの貸方に損益＊キ ₈ 億円と記入され、これがさらに
損益元帳の借方へ仕入＊ク ₈ 億円として移記されることで売上原価の ₈ 億円が確定する。
しかし、通説では「仕入」という名称が使用されていて、「売上原価」という名称がど
こにも使用されていない。このために、仕入費用₄０億円の中から当期に費用とならなかっ
た部分は、資産としての繰越商品₃２億円であるとして修正する手続きプロセスと、当期に
費用となった部分が仕入 ₈ 億円であるとして修正する手続きプロセスとにおいて、売上原
価を特定し、理解することは容易ではないのである。これは、勘定科目の分類上の不明瞭
さと勘定分類の曖昧さから生じている問題点である。具体的には、売上原価の把握を勘定
分類で行う際に、売上原価勘定で勘定分類を行えば売上原価を把握することができる。し
かし、それを行わずに仕入勘定で勘定分類を行い、売上原価を求めることから勘定分類上
の問題が生じるのである。
そこで、これらの問題点を克服するために、価値動態観に基づく仕訳及び勘定記入を示
すこととしたい。
（ ５）価値動態観に基づく回収日基準による仕訳と勘定記入
すでに一言したように、通説の回収日基準による仕訳処理では、割賦販売取引を会計処
理するのに、資産から費用へ転化したり、費用から資産へ転化したりというように、仕訳
処理の論理が一貫しないのである。
これに対して、価値動態観では初めに価値要素ありきで、企業の取得又は購入した価値
要素が生きている或は機能中であれば、その価値要素は資産として第 ₁ 次記録において認
識し処理される。そして、企業の取得又は購入した価値要素が消費済み或は機能済みであ
れば、その価値要素は費用として第 ₁ 次記録において認識し処理される。したがって、価
値動態論では回収日基準による仕訳処理を行う場合に、資産が費用へと転化するとの論理
で会計処理が一貫しているのである。本稿では、割賦販売取引をはじめとする特殊商品売
買を会計処理する場合に、資産から費用へ転化したり、費用から資産へ転化したりという
ように、会計処理の論理が不整合になるのを避けるとの立場で展開するものである。
そこで、上述の考え方に立つ価値動態観では次のように勘定科目では、「繰越商品」に
代えて「商品」を採択する。「仕入」に代えて「売上原価」を採択する。勘定元帳では「仕
入」元帳に代えて「売上原価」元帳を採択する（＊アを参照）。この結果、損益元帳＊ I
の借方が「仕入」ではなく、「売上原価」＊ G となるので、売上総利益の算出プロセスが
明確になるのである。
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商　　品＊ア
前期繰越＊ A ₁₅ 売上原価＊ D 　₈
買 掛 金＊ B ₄０ 次期繰越＊ C ₄₇
売上原価＊イ
商　　品＊ E 　₈ 損　　益＊ F 　₈
売　　上＊ウ
損　　益＊ I ₁０ 売　 掛 金＊ H ₁０
損　　益＊エ
売上原価＊ G 　₈ 売　　上＊ J ₁０
売上総利益＊ L 　２
上記の勘定記入を用いて詳しく説明する。価値動態観に基づく資産勘定である商品元帳
＊アの借方の＊ A の₁₅億円と＊ B の₄０億円の合計₅₅億円から、貸方＊ C の期末在庫額₄₇
億円を差し引いた残額 ₈ 億円が消費された原価額である。よって、＊ D の ₈ 億円が売上
原価の勘定元帳＊イの借方へ送られる。費用の発生は仕訳原理により借方記入である。売
上原価は費用であり ₈ 億円は売上原価元帳の借方記入となる（＊ E の ₈ 億円を参照）。他方、
収益の発生は仕訳原理により貸方記入である。売上は収益であるので、回収金額の割賦売
上金₁０億円は売上元帳＊ウの貸方に記入される（＊ H の₁０億円を参照）。
最後に、利益を決定するための集合勘定元帳が損益元帳＊エである。その損益元帳＊エ
へ費用の売上原価 ₈ 億円を移記し集合させるための記帳が売上原価元帳＊イの貸方に記入
されている＊ F の ₈ 億円である。また、収益の売上₁０億円を移記し集合させるための記
帳が売上元帳＊ウの借方に記入されている＊ I の₁０億円である。この会計手続きを行うこ
とで、利益を決定するための損益元帳＊エの借方に費用の売上原価 ₈ 億円が表示され、貸
方に収益の売上₁０億円が表示される。こうして売上総利益 ２ 億円が決定するのである。
以上で、商品元帳　⇒　売上原価元帳　⇒　損益元帳に至る勘定の流れと、もう一つの
売上元帳　⇒　損益元帳に至る勘定の流れとを、会計処理の論理整合性を保ちつつ可視化
することができたのである。
Ⅳ　通説の回収日基準としての未実現利益控除法に内在する問題点
通説の回収日基準による会計処理において、商品の引き渡し時点で割賦売掛金及び割賦
売上という科目で仕訳が行われるが、これは以下で述べるように実現概念及び実現基準に
照らすと、その仕訳自体が誤りである。加えて、売上収益が実現したことをあらわす「割
賦売上」で仕訳を行っていながら、決算日に未実現利益の処理を行うことも会計理論から
見て、誤りである（広瀬義州［２０₁₁］₄₉₆頁）。
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１ 　通説の回収日基準としての未実現利益控除法（第 ２法）による仕訳
通説の回収日基準の未実現利益控除法（第 ２ 法）に内在する問題点を明らかにするため
に、設例①を掲げることとする。
① A 社は B 社と毎月末₁０回払いの割賦販売契約を結び原価₄０億円の商品を₅０億円で販売
した。
通説の回収日基準に基づく利益未実現法（第 ２ 法）では次のように仕訳が行われる。
　仕　訳　　（借）割賦売掛金　　　　　₅０　　　（貸）割賦売上　　　　　₅０
② A 社の当座預金口座に B 社より第 ₁ 回目の割賦代金 ₅ 億円が振り込まれた。
回収日基準の利益未実現法（第 ２ 法）では次のように仕訳が行われる。
　仕　訳　　（借）当座預金　　　　　　 ₅ 　　　（貸）割賦売掛金　　　　 ₅
③ A 社の当座預金口座に B 社より決算日に、第 ２ 回目の割賦代金 ₅ 億円が振り込まれた。
回収日基準の利益未実現法（第 ２ 法）では次のように仕訳が行われる。
　仕　訳　　（借）当座預金　　　　　　 ₅ 　　　（貸）割賦売掛金　　　　 ₅
④決算仕訳
　仕　訳　　（借）割賦未実現利益控除　 ₈ 　　（貸）繰延割賦未実現利益　 ₈
未実現利益 ₈ 億＝（₅０億円－ ₅ 億円×回収 ２ 回）×利益率２０％
利益率２０％＝（売価₅０億円－原価₄０億円）÷売価₅０億円
２ 　通説の回収日基準としての未実現利益控除法による仕訳に内在する問題点
通説の回収日基準の利益未実現法（第 ２ 法）に内在する問題点は、上記仕訳の①にある。
①の仕訳では、借方に計上されている割賦売掛金という勘定科目が使用されている。こ
の割賦売掛金は高度の流動性、つまり換金力の裏付けがある勘定科目である。また、貸方
の割賦売上という勘定科目は、買い手へ財を引き渡した時点で売上収益を認識する「販売
日基準」で使用される実現主義（実現基準ともいう）に基づく会計処理である。
よって、回収日基準による会計処理の実現概念及び会計理論に照らすと、①の仕訳自体
が会計理論から見て、誤りである。加えて①において、売上収益が実現したことをあらわ
す「割賦売上」で仕訳を行っていながら、決算日に未実現利益の処理を行うことも会計理
論から見て、誤りである。このように、通説の回収日基準としての未実現利益控除法は会
計理論から見て、妥当性を欠く会計処理方法である（広瀬義州［２０₁₁］₄₉₆頁）。よって、
回収日基準としては対照勘定法に基づく会計処理で収斂を図ることが妥当である。
Ⅴ　代金回収期限到来日基準による仕訳
代金回収期限到来日基準に関する未実現利益控除法（第 ２ 法）による仕訳に内在する問
題点は、上記と同じであるので、代金回収期限到来日基準に関する未実現利益控除法（第
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２ 法）には触れない。また、対照勘定法（第 ₁ 法）による仕訳と勘定記入に内在する問題
点も同じである。また、その問題点を解決するための価値動態論に基づく仕訳は₁２頁で、
勘定記入については₁₃頁と２０頁で既述した内容と同じである。よって、代金回収期限到来
日基準の仕訳で特に通説と価値動態観の異なるところを示すにとどめる。設例は次の通り
である。
１ 　通説の代金回収期限到来日基準の対照勘定法（第 １法）による仕訳
① A 社は B 社と毎月末₁０回払いの割賦販売契約を結び原価₄０億円の商品を₅０億円で販売
した。
回収日基準の対照勘定法（第 ₁ 法）では次のように仕訳が行われる。
　仕　訳　　（借）割賦仮売掛金　　₅０　　　（貸）割賦仮売上　　　　₅０
② A 社の当座預金口座に B 社より第 ₁ 回目の割賦代金 ₅ 円が振り込まれた。
代金回収期限到来日基準の対照勘定法（第 ₁ 法）では次のように仕訳が行われる。
　仕　訳　　（借）当座預金　　　　 ₅ 　　　（貸）割賦売上　　　　　 ₅
　仕　訳　　（借）割賦仮売上　　　 ₅ 　　　（貸）割賦仮売掛金　　　 ₅
③ A 社は第 ２ 回目の入金日の本日、B 社から翌月₁０日支払いの申し出があり、これを認
めた。
代金回収期限到来日基準の対照勘定法（第 ₁ 法）では次のように仕訳が行われる。
　仕　訳　　（借）割賦売掛金　　　 ₅ 　　　（貸）割賦売上　　　　　 ₅
　仕　訳　　（借）割賦仮売上　　　 ₅ 　　　（貸）割賦仮売掛金　　　 ₅
④ A 社の当座預金口座に本月₁０日に上記の代金の払い込みが B 社より行われた。
代金回収期限到来日基準の対照勘定法（第 ₁ 法）では次のように仕訳が行われる。
　仕　　訳　（借）当座預金　　　　 ₅ 　　　（貸）割賦売掛金　　　　 ₅
⑤ A 社の当座預金口座に B 社より決算日に、第 ２ 回目の割賦代金 ₅ 円が振り込まれた。
代金回収期限到来日基準の対照勘定法（第 ₁ 法）では次のように仕訳が行われる。
　仕　訳　　（借）当座預金　　　　 ₅ 　　　（貸）割賦売上　　　　　 ₅
　仕　訳　　（借）割賦仮売上　　　 ₅ 　　　（貸）割賦仮売掛金　　　 ₅
２ 　価値動態観に基づく代金回収期限到来日基準の対照勘定法（第 １法）による仕訳
通説の回収日基準の対照勘定法（第 ₁ 法）に内在する問題点を解決するために、設例①
を掲げることとする。
① A 社の期首商品は₁₅億円である。
価値動態観では前期からの繰越商品について次のように仕訳を行う
　仕　訳　　（借）商　　　品　　　₁₅　　　（貸）前期繰越　　　　　₁₅
このように、費用としての仕入ではなく、資産としての商品として仕訳を行うのである。
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② A 社は商品₄０億円を掛で仕入れた。
価値動態観では商品の仕入について次のように仕訳を行う。
　仕　訳　　（借）商　　　品　　　₄０　　　（貸）買掛金　　　　　　₄０
このように、費用としての仕入ではなく、資産としての商品として仕訳を行うのである。
③ A 社は B 社と毎月末₁０回払いの割賦販売契約を結び原価₄０億円の商品を₅０億円で販売
した。
価値動態観では回収日基準の対照勘定法（第 ₁ 法）による仕訳を次のように行う。
　仕　訳　　（借）割賦仮売掛金　　₅０　　　（貸）割賦仮売上　　　　₅０
④ A 社の当座預金口座に B 社より第 ₁ 回目の割賦代金 ₅ 億円が振り込まれた。
価値動態観では回収日基準の対照勘定法（第 ₁ 法）による仕訳を次のように行う。
　仕　訳　　（借）当座預金　　　　 ₅ 　　　（貸）割賦売上　　　　　 ₅
　仕　訳　　（借）割賦仮売上　　　 ₅ 　　　（貸）割賦仮売掛金　　　 ₅
　仕　訳　　（借）売上原価　　　　 ₄ 　　　（貸）商　　品　　　　　 ₄
⑤ A 社は第 ２ 回目の入金日の本日、B 社から翌月₁０日支払いの申し出があり、これを認
めた。
代金回収期限到来日基準の対照勘定法（第 ₁ 法）では次のように仕訳が行われる。
　仕　訳　　（借）割賦売掛金　　　 ₅ 　　　（貸）割賦売上　　　　　 ₅
　仕　訳　　（借）割賦仮売上　　　 ₅ 　　　（貸）割賦仮売掛金　　　 ₅
　仕　訳　　（借）売上原価　　　　 ₄ 　　　（貸）商　　品　　　　　 ₄
⑥ A 社の当座預金口座に本月₁０日に上記の代金の払い込みが B 社より行われた。
代金回収期限到来日基準の対照勘定法（第 ₁ 法）では次のように仕訳が行われる。
　仕　訳　　（借）当座預金　　　　 ₅ 　　　（貸）割賦売掛金　　　　 ₅
⑦ A 社の当座預金口座に B 社より決算日に、第 ２ 回目の割賦代金 ₅ 億円が振り込まれた。
価値動態観では回収日基準の対照勘定法（第 ₁ 法）による仕訳を次のように行う。
　仕　訳　　（借）当座預金　　　　 ₅ 　　　（貸）割賦売上　　　　　 ₅
　仕　訳　　（借）割賦仮売上　　　 ₅ 　　　（貸）割賦仮売掛金　　　 ₅
　仕　訳　　（借）売上原価　　　　 ₄ 　　　（貸）商　　品　　　　　 ₄
⑧決算日の期末在庫に関する仕訳処理
前期繰越の期首手持ち商品原価₁₅億円、当期に購入した商品原価₄０億円、④で商品原価
₄ 億円、⑤で商品原価 ₄ 億円、⑦で商品原価 ₄ 億円が発生したので、期末の在庫額は₄₃億
円となる。
期末在庫₄₃億円＝①期首在庫₁₅億円＋②当期購入₄０億円－④と⑤と⑦の販売分₁２億円
決算仕訳をその都度法ではなく、期末一括法で行うのであれば、④と⑤と⑦の売上原価
の仕訳が期中では行われずに、期末において一括して次のように行われる。
　仕　訳　　（借）売上原価　　　　₁２　　　（貸）商　　品　　　　　₁２
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Ⅵ　通説の予約販売に関する仕訳処理に内在する問題点
１ 　通説による予約販売の仕訳処理
①　東社は顧客から予約販売の申し込みを受け、予約金₁０万円（商品原価 ₇ 万円、売価₁０
万円）を現金で受け取った。
　仕　訳　　（借）現　金　　　　　₁０　　　（貸）前受金　　　　　　₁０
②　東社は、上記の予約品を顧客に発送した。商品の原価 ₇ 万円の仕訳も行うこと。
　仕　訳　　（借）前受金　　　　　₁０　　　（貸）売　上　　　　　　₁０
通説では商品購入時に仕入勘定で仕訳処理が行われているので、あらためて商品原価の
仕訳は取引時にも決算日にも行われない。
敢えて原価 ₇ 万円の仕訳を行うと次のようになる。
　仕　訳　　（借）売上原価　　　　 ₇ 　　　（貸）仕　入　　　　　　 ₇
このような仕訳になる理由は、たとえば原価 ₇ 万円の商品を掛で購入した時に先行研究
では商品の取得を費用の塊の取得とみて、次のように仕訳がなされているからである。
　仕　訳　　（借）仕　入　　　　　 ₇ 　　　（貸）買掛金　　　　　　 ₇
この仕訳における借方の仕入が原価を意味するものとされているので、通説では期中の
取引時にも期末にも原価の仕訳が行われないのである。
２ 　価値動態観による予約販売に関わる仕訳処理
これに対して、価値動態観では原価 ₇ 万円の商品を掛で購入した時に、商品の取得を価
値の塊の取得とみて、次のように資産としての「商品」という科目で仕訳がなされる。
　仕　訳 ₁ ＊（借）商　品　　　　　 ₇ 　　　（貸）買掛金　　　　　　 ₇
この価値の塊が予約商品の引き渡しによって、価値の流出額を売上原価として認識する。
よって、次の仕訳が可能となる。
　仕　訳 ₁ ＊（借）売上原価　　　　 ₇ 　　　（貸）商　品　　　　　　 ₇
このように
これで、通説ではわかり辛い売上原価も、価値動態観に基づいて会計処理を行うことに
よって、容易に把握することができるので、その都度法による売上原価と売上収益との比
較対応による利益の確定も可能となる。
おわりに
通説である費用動態観では、商品の購入時には費用概念の「仕入」で仕訳が行われるの
で、観点の首尾一貫性、仕訳の論理整合性に大きな問題点が内在しているのである。そこ
－　 －25
石内孔治 ：商品売買の会計処理に関する一考察（２）
日本経済大学大学院紀要2014年，Vol.3, No.1
で、本稿では現金、商品、備品、機械、建物などをはじめとする財貨を「価値の塊」＝「価
値要素」＝「価値」とみる価値動態観を採択し、商品売買の会計処理に関する論理を展開
したしだいである。
その結果、通説の割賦販売に関する会計処理は、
期首時点では繰越商品として資産処理し、
その資産としての繰越商品を期中に費用へと振替処理し、
期中購入品はすべて費用処理し、
資産を費用へと振り替えた分を含め、これらが再び期末に資産へと組み替えられる。
このため、通説の会計処理は、収益費用観あるいは損益法で一貫しているわけでもなけ
れば、資産負債観点あるいは財産法で一貫しているわけでもない。つまり、通説の割賦販
売に関する会計処理には、論理の一貫性が欠如している点で理論上の問題があることが明
らかになったのである。
これに対して、価値動態観に基づく割賦販売の仕訳処理では、資産が費用へと転化する
との論理でその会計処理が一貫しているのである。本稿では、割賦販売等の特殊商品売買
の会計処理を行う場合に、資産から費用へ転化したり、費用から資産へ転化したりという
ように、会計処理の論理が不整合を避けるとの立場でその論理と会計処理を展開したしだ
いである。広くご批判をいただければ幸甚である。
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